
道
志
村
民
憲
章

私
た
ち
の
七
里
は
、
緑
と
清
流
と
歴
史

の
郷
で
す
。
こ
の
地
に
生
き
る
こ
と
に
誇

り
を
も
ち
、
平
和
な
村
を
築
く
た
め
、
こ

こ
に
憲
章
を
定
め
ま
す
。

私
た
ち
は

一
、
自
然
を
愛
し
平
和
な
村
を
つ
く

り
ま
す
。

一
、
生
産
に
励
み
豊
か
な
村
を
つ
く

り
ま
す
。

一
、
伝
統
を
重
ん
じ
、
教
養
を
高
め
、

文
化
の
村
を
つ
く
り
ま
す
。

一
、
人
情
と
い
た
わ
り
の
心
を
養
い
、

福
祉
の
村
を
つ
く
り
ま
す
。

一
、
明
る
く
健
康
で
、
活
力
あ
る
村

を
つ
く
り
ま
す
。

No.303
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さよなら
道志中学校！！
(中学3年生）



平成18年３月１日（２）

新
道
志
村
行
政
改
革
大
綱
及
び
　
　

改
革
集
中
プ
ラ
ン
を
策
定

新
道
志
村
行
政
改
革
大
綱
の
要
旨

第
１
　
基
本
的
な
考
え
方

地
方
自
治
の
新
時
代
に
向
け
、
先
人
よ
　

り
受
け
継
い
だ
「
こ
の
地
」
を
よ
り
豊
な

地
域
と
し
て
未
来
へ
と
繋
ぐ
た
め
、
新
た

な
発
展
の
「
か
た
ち
」
を
創
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
ま
す
。
こ
の
た
め
、
分
権
時
代
に

ふ
さ
わ
し
い
地
域
自
治
を
構
築
す
る
た
め

「
住
民
自
治
の
推
進
・
ス
リ
ム
な
行
政
の

確
立
・
健
全
な
財
政
の
確
立
」
を
重
点
項
　

目
と
し
た
、
抜
本
的
改
革
に
取
組
み
ま
す
。

第
２
　
行
政
改
革
の
推
進

１

計
画
期
間

大
綱
及
び
集
中
プ
ラ
ン
の
計
画
期
間
は
、

平
成
十
七
年
度
か
ら
平
成
二
十
一
年
度
ま

で
の
五
ヵ
年
間
と
し
ま
す
。

２

改
革
の
推
進

改
革
は
五
年
度
の
実
施
計
画
を
策
定
し
、

そ
の
進
行
管
理
を
行
い
、
毎
年
度
評
価
を
　

実
施
し
、
公
表
し
ま
す
。

第
３
　
行
政
改
革
の
具
体
的
方
策

１

住
民
自
治
の
推
進

(

１)
地
域
協
働
の
推
進
　

分
権
時
代
に
求
め
ら
れ
る
住
民
自
治
を

推
進
す
る
た
め
、
住
民
・
団
体
な
ど
多
様

な
主
体
と
行
政
の
情
報
を
共
有
す
る
仕
組

み
や
公
共
を
担
う
役
割
分
担
と
連
携
の
協

力
関
係
を
強
化
し
た
地
域
協
働
の
シ
ス
テ

ム
を
構
築
し
ま
す
。

(

２)

公
正
の
確
保
と
透
明
性
の
向
上
　

地
域
協
働
の
村
づ
く
り
が
開
か
れ
た
行
　

政
の
下
に
、
よ
り
公
正
に
、
よ
り
透
明
性

を
も
っ
て
民
主
的
に
推
進
さ
れ
て
い
く
こ

と
が
必
要
で
あ
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、
行

政
運
営
の
各
過
程
に
お
け
る
住
民
の
「
参

画
と
評
価
」の
仕
組
み
づ
く
り
進
め
ま
す
。

(

３)

議
会

地
域
政
治
の
要
と
し
て
、
行
政
の
意
思

決
定
や
監
視
機
能
が
よ
り
一
層
求
め
ら
れ

る
と
共
に
、
地
域
協
働
へ
の
連
携
し
た
積

極
的
な
活
動
も
期
待
さ
れ
ま
す
。

２

ス
リ
ム
な
行
政
の
確
立

(

１)

事
務
事
業
の
見
直
し
　
　
　
　

地
域
に
ふ
さ
わ
し
い
住
民
福
祉
を
基
本

に
、
全
て
の
事
務
事
業
に
つ
い
て
総
点
検

し
、
住
民
意
見
を
反
映
す
る
な
か
で
、
適

切
な
選
択
と
見
直
し
を
十
分
な
検
証
の
も

と
に
実
施
し
、
ス
リ
ム
化
に
向
け
て
取
り

組
み
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

(

２)

民
間
委
託
等
の
推
進
　
　
　
　
　

「
官
か
ら
民
へ
の
」
規
制
緩
和
の
流
れ
　

の
中
で
、
公
の
施
設
に
お
け
る
指
定
管
理
　

者
制
度
導
入
や
民
間
委
託
、
事
務
事
業
の

民
間
委
託
等
メ
リ
ッ
ト
及
び
可
能
性
を
検

証
し
、
ス
リ
ム
化
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

(

３)

職
員
数
及
び
給
与
の
適
正
化
　
　

職
員
数
に
つ
い
て
は
行
政
需
要
を
勘
案

し
た
な
か
で
定
員
適
正
化
計
画
を
策
定
し
、

削
減
に
向
け
た
定
員
管
理
を
進
め
て
い
き

ま
す
。
又
、
給
与
及
び
報
酬
に
つ
い
て
も

地
域
の
実
情
、
国
・
県
・
近
隣
市
町
村
の

状
況
を
勘
案
し
た
適
正
化
に
努
め
ま
す
。

(

４)

組
織
機
構
の
見
直
し
　
　
　
　
　

地
域
に
即
し
た
簡
素
で
効
率
的
な
組
織

機
構
を
構
築
す
る
た
め
、
課
の
統
合
・
再

編
を
進
め
る
と
共
に
、
補
助
機
関
及
び
附

属
機
関
の
あ
り
方
、
各
種
委
員
会
等
の
統

合
な
ど
全
て
の
組
織
機
構
の
見
直
し
を
検

討
し
、ス
リ
ム
化
と
効
率
化
を
進
め
ま
す
。

(

５)
人
材
育
成
の
推
進
　
　
　
　
　
　

少
数
精
鋭
の
行
政
運
営
を
行
う
た
め
に

人
材
育
成
方
針
を
策
定
し
、
よ
り
強
化
し

た
研
修
や
人
事
交
流
等
で
職
員
の
資
質
向

上
を
図
り
、
事
務
の
効
率
化
を
進
め
、
住

民
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
を
図
り
ま
す
。

(

６)

電
子
自
治
体
の
推
進

高
度
情
報
通
信
時
代
の
進
展
に
合
わ
せ

遅
れ
て
い
る
本
地
域
の
情
報
通
信
基
盤
の

促
進
を
図
る
と
共
に
、
電
子
自
治
体
と
し

て
の
態
様
を
進
め
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
利

便
性
を
向
上
さ
せ
て
い
き
ま
す
。

３

健
全
な
財
政
運
営
の
確
立

(

１)

財
政
の
健
全
化

本
村
の
財
政
構
造
を
健
全
化
へ
向
け
て

推
し
進
め
る
た
め
、
「
歳
入
を
増
や
し
、

歳
出
を
減
ら
す
」こ
の
方
向
性
を
も
っ
て
、

歳
入
を
確
保
す
る
た
め
の
施
策
を
積
極
的

に
進
め
る
と
共
に
、
徹
底
し
た
歳
出
の
削

減
を
図
り
ま
す
。

(

２)

公
的
施
設

公
的
施
設
に
つ
い
て
は
、
計
画
性
を
も

っ
て
進
め
て
い
き
ま
す
。
既
に
財
源
構
成

さ
れ
た
計
画
は
、
再
度
検
討
を
加
え
て
慎

重
に
進
め
ま
す
。
既
存
施
設
は
あ
り
方
を

検
討
す
る
と
共
に
、耐
震
化
を
進
め
ま
す
。

(

３)

公
共
工
事

限
ら
れ
た
財
源
で
の
公
共
事
業
の
あ
り

方
も
地
域
実
情
を
勘
案
し
た
対
応
が
求
め

ら
れ
ま
す
。
こ
の
た
め
、
政
策
目
標
へ
重

点
化
し
た
効
果
的
な
事
業
を
計
画
性
、
経

済
性
を
も
っ
て
公
正
を
期
し
て
実
施
し
て

い
き
ま
す
。

(

４)

公
営
事
業

村
が
運
営
す
る
診
療
所
事
業
等
の
公
営

事
業
は
、
地
域
の
社
会
基
盤
と
な
る
基
礎

的
事
業
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
健
全
化
に
向

け
て
、
経
費
の
節
減
、
受
益
者
負
担
の
適

正
化
な
ど
更
な
る
経
営
改
革
を
進
め
ま
す
。

新道志村行政改革大

綱及び改革集中プラ

ン」の全文について

は、村のホームページ

に掲載しています。

昨
年
十
二
月
、
行
政
改
革
推
進
委
員
会
か
ら
「
道
志
村
の
行
政
改
革
の
推
進
に

関
す
る
重
要
事
項
に
つ
い
て
」
の
答
申
が
出
さ
れ
、
道
志
村
の
行
政
改
革
の
方
向

性
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
村
で
は
新
た
な
時
代
に
向
け
、
本
答
申
を
踏
ま
え
る
な
か

で
「
新
道
志
村
行
政
改
革
大
綱
及
び
改
革
集
中
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
行
政
の
抜
本

改
革
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

新
た
な
時
代
に
向
け
て



（３）

方　　　　策 取り組み内容 目　　　　標

１ 地域協働の推進 地域会議の検討 地域担当を配置した定期会議を検討

２ 公正の確保と透明性の向上 行政評価制度の導入 H18年度に導入

１ 職員数の適正化 一般職員数の削減 H21年度までの5年間で6人の削減

用務員の廃止 廃止（H17実施）

保育所調理員の削減 要員１人を削減（H17実施）

議員定数の削減を検討 H19年度に削減案を検討

２ 職員給与等の適正化 管理職手当の引き下げ 35.7%～50%カット（H17実施）

時間外手当の抑制 H17年度に抑制を強化し継続

税務手当の廃止 廃止（H17実施）

昇給年齢の引き下げ 56歳を55歳に引下げ（H17実施）

退職時特別昇給の廃止 H17年度に廃止

寒冷地手当の見直し H18年度より凍結

旅費の見直し 日当の廃止（H17実施）

特別職給与の引き下げ 16%カット（H17実施）

議員報酬の引き下げ 16%カット（H17実施）

各種委員報酬の見直しを検討 H18年度に報酬額を検討

３ 福利厚生事業の適正化 職員福利厚生事業の見直し H18年度に適正化

４ 定員管理・給与の公表 ホームページを活用し公表 ホームページでの公表（H17実施）

５ 組織機構の見直し 課の統合・再編 H18年度に5課を３課に統合

診療所の統合を検討 H19年度に医科・歯科診療所の統合を検討

各種委員会の整理・統合 H18年度に２委員会の統合

消防団の部の再編 H18年度に８部を７部に再編

６ 人材育成の推進 人材育成方針の策定 H17年度に方針を策定

７ 電子自治体の推進 情報通信基盤整備の促進 H18年度に調査

８ 事務事業の見直し 街灯事業の見直し 事業の縮小（H17実施）

公用車の見直し 保有数の削減（H17実施）

浄化槽事業の一本化 H18年度に公共施設分の組入れを検討

敬老の日事業の見直し 事業の整理・統合（H17実施）

選挙執行事務体制の見直し H18年度に要員削減の検討

公衆トイレ事業の見直し H18年度に事業の整理・縮小を検討

各種イベントのあり方を検討 H18年度にイベントの統合・縮小を検討

村単教員事業のあり方を検討 H19年度に要員の見直しを検討

祝い金支給事業の見直し H18年度に見直しを検討

観光施設事業の見直しを検討 H18年度に事業体制の見直しを検討

時間外窓口サービスの拡大を検討　H18年度に時間延長を検討

９ 民間委託等の推進 指定管理者制度の導入を検討 H18年度に9施設について検討

施設業務の民間委託を検討 H18年度に18施設について業務委託を検討

事務事業の民間委託を検討 H18年度に88事務事業について委託を検討

事業譲渡を検討 H18年度に１施設の譲渡を検討

１ 歳入について 口座振替の推進 H21年度口座振替率70%を目標

受益者負担の適正化 H18年度に適正化を検討

村営事業の収益向上 H18年度に経営対策を検討

粗大ごみ収集の見直し H18年度に有料化を検討

２ 歳出について 人件費総額の削減 定数・給与・報酬の適正化

交際費・食料費の削減 H18年度10%削減を目標

消耗品費の削減 H21年度10%削減を目標

燃料費・光熱水費の節減 H21年度10%削減を目標

事務機リース料の圧縮 H21年度10%削減を目標

各種団体補助金の見直し 補助金の削減（H17実施）

税等全納報奨金の見直し 報奨金の引下げ（H17実施）

３ 公的施設について 耐震化を推進 H18年度に整備方針を検討

４ 公共工事について 単独事業の見直し H18年度に見直しを検討

５ 公営事業について 浄化槽事業の受益者負担の検討 H18年度に浄化槽使用料の適正化を検討

歯科医療事業のあり方を検討 H18年度に営業体制の見直しを検討

改革集中プランの要旨

第
２
　
ス
リ
ム
な
行
政
の
確
立

第
３
　
健
全
な
財
政
運
営
の
確
立

第
１

地
域
自
治

の
推
進



平成18年３月１日（４）

成
人式特集

成
人式特集

成人おめでとう　未来に向かって羽ばたく33名の成人者の皆さんです



（５）

成人式において久しぶりの友人との再会を喜び、

一人ひとり近況報告を行い和やかでした



さ
ん 坂上二郎  吉村卓三 

観光大使に 

さ
ん 

タレント たまご博士 

平成18年３月１日（６）

去る１月２３日、タレントの坂上二郎さん、動物作家の吉村卓三さんのお二人を

「道志村観光振興特別大使」に委嘱いたしました。委嘱式は坂上さんの所属する芸能

プロダクション㈱浅井企画本社で行われ、大田村長が「村の活性化のためにご協力願

います。」と述べ、お二人に委嘱状と道志村の間伐材でつくった卓上のネームプレー

ト、観光振興特別大使用の名刺を手渡しました。お二人には、それぞれの立場におい

て機会あるごとに道志村の魅力を多くの方々に伝えていただくとともに、道志村主催

のイベントなどに参加していただくなど、村づくりへのご助言を積極的にいただく予

定です。また、㈱浅井企画さんは所属タレントの派遣などを検討しており、集客力ア

ップにご協力いただけるお話もありました。

横浜市水源の里 
道志村観光振興特別大使 

坂　上　二　郎 

道志村役場所在地 
山梨県南都留郡道志村6181-1 TEL 0554-52-2111 http://www.doshi.yamanashi.jp/ 
 

横浜市水源の里 
道志村観光振興特別大使 

吉　村　卓　三 

道志村役場所在地 
山梨県南都留郡道志村6181-1 TEL 0554-52-2111 http://www.doshi.yamanashi.jp/ 
 

左から 吉村先生、二郎さん、大田村長、佐藤議長

横浜市まちづくり調整局　曽根係長

吉村卓三先生　　坂上二郎さん



平
成
十
二
年
度
に
始
ま
っ
た
介
護
保
険
制
度
は
、

五
年
ご
と
に
行
わ
れ
る
制
度
の
見
直
し
に
よ
り
、

平
成
二
十
年
度
か
ら
新
し
い
枠
組
み
で
再
ス
タ
ー

ト
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

制
度
ス
タ
ー
ト
時
は
家
族
で
介
護
す
る
こ
と
を

当
然
と
考
え
て
い
た
住
民
意
識
も
、
現
在
で
は
介

護
保
険
を
利
用
し
な
が
ら
介
護
を
行
う
と
い
う
考

え
に
変
化
し
、
急
速
に
介
護
保
険
利
用
者
も
増
加

し
て
い
る
現
状
に
あ
り
ま
す
。

し
か
し
な
が
ら
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の
増
加
に

伴
い
、
給
付
費
も
倍
増
し
、
今
後
さ
ら
な
る
高
齢

化
が
予
想
さ
れ
る
中
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
と

給
付
費
も
増
加
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

こ
う
し
た
状
況
の
中
、
今
回
の
見
直
し
の
特
徴

は
、「
介
護
予
防
」「
自
立
支
援
」
の
強
化
で
す
。

介
護
予
防
と
は
で
き
る
限
り
要
介
護
状
態
に
な
ら

な
い
よ
う
に
す
る
、
た
と
え
要
介
護
状
態
に
な
っ

て
も
そ
れ
以
上
悪
化
し
な
い
よ
う
に
す
る
取
り
組

み
の
こ
と
で
す
。
介
護
予
防
を
す
す
め
て
い
く
こ

と
に
よ
っ
て
、
制
度
本
来
の
理
念
で
あ
る
自
立
支

援
を
実
現
す
る
。
そ
れ
が
、
新
し
い
介
護
保
険
制

度
の
目
標
で
す
。

（７）

要介護４ 

７段階 

要介護状態の区分が従来の６段階から７段階になります 

６段階 

介護の必要ない 
虚弱高齢者 

要介護認定 
の非該当者 

要支援１ 

要介護５ 

要介護４ 

要介護５ 

道志村が行う介護予防サービス（地域支援事業） 

介護保険の介護予防サービス（新予防給付） 

要介護３ 

要介護１ 

要介護２ 

要介護３ 

要介護２ 

介護保険の介護サービス (介護給付） 

要介護１ 

要介護認定 
の非該当者 

要支援 

要支援２ 

これまで 
平成18年 
４月から 

　 

「できないこと」を補うサービス 

「できること」を引き出すサービス 

要介護状態区分に合わせたサービスが利用できます 

　 

　

これまでの問題点 

新しい制度では 

何らかの支援や 
介護が必要な人 

心身機能の低下、 
要介護度が悪化する傾向も 

心身機能を維持・改善し、 
できる限り自立した生活を 

　変わり 
ました 

要介護状態区分 

これまでの「要介護１」に該当する人は心身の状態に 
よって「要支援２」と「要介護１」に分かれます。 
これまでの「要支援」に該当する人は、「要支援１」と 
なります。 

　介護認定審査により「非該当」と判定された方や、生活機能
が低下している虚弱高齢者など、将来的に要介護状態になる危
険性が高い高齢者を対象とするサービスです。 
＊運動機能向上、栄養改善、口腔機能向上のほか、認知予防、健康教育など 

　介護認定審査により「要支援１」「要支援２」と判定された
要介護状態が軽く、サービスを利用すれば生活機能が改善する
可能性の高い高齢者が受けるサービスです。 
＊介護予防通所介護（運動機能向上、栄養改善、口腔機能向上のプログラム 
　も加わりました）など 

　介護認定審査により「要介護1」から「要介護5」と判定され
た方は、日常において介助を必要とする度合いの高い人として、
生活機能の維持・改善を図るために受けるさまざまな介護サービ
スです。　　　　　　　　　　　　　　＊訪問介護、通所介護など　
　　　　　　　　　　 

　変わり 
ました 

現在、第３期介護保険事業計画を作成しています。これに
より、介護保険料も見直されます。次号では介護保険料と
新たに新設される「地域包括支援センター」について説明
致します。 

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
は 

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー 

　 　変わり 
ました 

平
成
十
八
年
四
月
一
日
か
ら

介
護
保
険
制
度
が

改
正
さ
れ
ま
す


